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研究成果の概要（和文）：モビリティマネジメント教育をシティズンシップ教育の一つのアプロ

ーチとして位置づけて、教育の理論化をはかり、その理論に基づいてモビリティマネジメント

教育プログラムと教育効果の指標を開発することにむけて研究を実施した。その結果、シティ

ズンシップ教育の教育効果が高く、社会と自分の日常生活の関係性を公共の観点から学ぶこと

が出来る教材を複数開発するとともにそれらの教材を組み合わせた教育プログラムを構築する

ことができた。 

 

研究成果の概要（英文）：Nowadays emphasis has been placed on “governance” and “citizen 

participation”; citizens are expected to be ever more involved in the policy process and to 

ever more actively govern society. The promotion of citizen participation, however, should 

entail thorough consideration on citizenship or citizens’ qualifications and capabilities. This 

paper examines the connection of education for active citizenship and community 

development. 
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研究分野：土木計画学 

科研費の分科・細目：土木工学・土木計画学・交通工学 
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１．研究開始当初の背景 

学校教育でのＭＭは、モビリティ・マネジ
メント教育と呼ばれ、公民的資質・シティズ
ンシップを構成する種々の要素の中でもと
りわけ，「ジレンマを把握する力」、「モビリ
ティをマネジメントする力」を育むことを通
じて，公民的資質・シティズンシップの涵養
を目指している． 

現在のＭＭ教育は以下のような課題があ

げられる。 

・ＭＭ教育の理論化が不十分 

ＭＭ教育の教育理念、教育目標が、「教育
学」における一般的な既存の教育理論との整
合が取られていないため、学校教育での継続
的な実施に限界がある。 

・ＭＭ教育プログラムが限定的 

これまでのＭＭ教育の教材、授業プログラ
ムは種類が少なく、ＭＭ教育の実践例は小学
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校高学年の総合的な学習の時間を活用した
事例に偏っている。そのため、現状のＭＭ教
育プログラムだけでは、学年別や地域特性に
応じた教育カリキュラム化が困難である。 

・ＭＭ教育の効果を計測する心理尺度、行動
尺度が未統一 

ＭＭ教育の実践例が増えては来ているも
のの、教育効果を計測した事例は少ない。教
育効果の指標は統一されておらず、プログラ
ムの特性を客観的に把握することが困難で
ある。 

 

２．研究の目的 

ＭＭ教育をシティズンシップ教育の一つ
のアプローチとして位置づけて、教育の理論
化をはかり、その理論に基づいてＭＭ教育プ
ログラムと教育効果の指標を開発する。そし
て、学校教育のフィールドにおいて開発した
ＭＭ教育プログラムの効果検証を蓄積する
ことによって、ＭＭ教育のカリキュラムを構
築することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

ＭＭ教育の理論化と有効なＭＭ教育プロ
グラムの開発のために、土木計画学・都市計
画学の専門家だけではなく教育学の専門家
との協働体制を組織し、研究を進める。 

(1) 公共、社会を対象とするという土木計画
学と教育学の接点を共有した上で、シテ
ィズンシップ教育アプローチを適用した
ＭＭ教育の理論を構築する。 

(2) ＭＭ教育理論に基づいてこれまで開発さ
れてきたＭＭ教育プログラムを位置づけ
るとともに新しいプログラムを開発する。 

(3) ＭＭ教育の効果指標を構築したうえで、
ＭＭ教育プログラムを学校教育現場で効
果検証を行い、各プログラムの特性を把
握する。また海外の交通に関する学校教
育カリキュラムを調査し、その知見と現
在の日本の教育の現状をふまえて、ＭＭ
教育のカリキュラムを構築する。 

 
４．研究成果 
(1)土木計画学と教育学の接点の明確化 

交通社会問題が社会的ジレンマ構造にあ
ることに留意して、取り扱う対象やテーマ、
アプローチの方法について教育学と土木計
画学・交通計画学との接点を明確にし、両者
の連携が社会問題の解決に有効であること
を示した。 

(2)シティズンシップ教育におけるＭＭの位
置づけの明確化 

シティズンシップ教育のカリキュラムの
分析を行った。その結果、社会参画を意識し
たシティズンシップ教育が注目されている
ことが明らかになり、社会科教育の観点から
ＭＭの取り組みが有効であることが判明し

た。 

(3)ＭＭ教育の理論構築 

海外の学校教育で実施されているＭＭの
理念や教育目標などについて文献調査、ヒア
リング調査を行って整理した。公民的資質の
涵養を目的としたシティズンシップ教育の

観点からＭＭ教育の理念、教育目標を明確に
した。 

知識
望ましい交通
社会を実現する
ために必要な知識

態度
望ましい交通

社会の実現に向けて
自発的に行動しよう
としたり，働きかけ
ようとしたりする態度

能力
交通社会に関する
知識を適切に活用し
ながら，人と社会・環境
の観点から適切に
判断する能力

よりよい社会の形成に主体的に参画する能力
公的かつ社会的な活動に私たち一人ひとりが参画することの

重要性を認識し，自らも主体的に関与・参画し，貢献する能力

 

モビリティマネジメント教育の位置づけ 

 

フードマイレージ教材の教育効果 
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(4)ＭＭ教育プログラムの作成 

学校教育でこれまで開発されてきたＭＭ
教育プログラムを収集し、学習目標、授業構
成などについて把握した。ＭＭ教育プログラ
ムの開発可能性を検討し、新たなＭＭ教育プ
ログラムを試作した。 
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